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 原子力規制委員会防災業務計画 

 

平成２４年９月１９日 

 

第１編 総則  

 

第１章 計画の目的  

○この計画は，災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「災対法」

という。）第３６条第１項及び第３７条第１項，大規模地震対策特別措置法

（昭和５３年法律第７３号）第６条第１項，東南海・南海地震に係る地震防

災対策の推進に関する特別措置法（平成１４年法律第９２号）第６条第１項

並びに日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関す

る特別措置法（平成１６年法律第２７号）第６条第１項の規定に基づき，原

子力規制委員会が，その所掌事務につき，防災に関し必要な体制を確立する

とともに，災害予防，災害応急・復旧，災害復興その他防災に関し採るべき

措置及び地域防災計画の作成の基準となるべき事項を定め，もって防災行政

事務の総合的かつ計画的な遂行に資することを目的とする。 

 

第２章 計画の構成 

○この計画の構成は，第１編「総則」，第２編「防災に関する組織体制」，第

３編「災害対策」，第４編「その他の対策」及び第５編「地域防災計画の作

成の基準となるべき事項」の５編とする。  

 

第３章 防災の基本方針 

○原子力規制委員会は，原子力規制委員会設置法（平成２４年法律第４７号）

第３条に規定する任務を遂行するため，災対法及び同法第３４条第１項に基

づき定める防災基本計画，原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１

５６号。以下｢原災法｣という。）及び同法第６条の２第１項に基づき定める

原子力災害対策指針その他の関係法令に基づき，原子力災害に係る予防及び

応急・復旧対策（以下「原子力災害対策」という。）を講じるものとする。 

○なお，防災に関する事務の処理に当たっては，防災行政事務の統一性を保持

しつつこれを効率的に実施するため，関係機関と密接に連絡し，相互に協力

するよう努める。 
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第４章 防災業務計画の見直し 

 ○社会経済情勢の変化，災害時の教訓，訓練の検証，国内外の研究等を踏まえ，

定期的に防災業務計画の内容を点検し，必要に応じ，修正を加える。 
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第２編 防災に関する組織体制 

 

第１章 原子力規制委員会原子力事故警戒本部及び原子力規制委員会原子力事

故現地警戒本部 

○警戒事象（原災法第１０条の規定により通報すべき事象（以下「特定事象」

という。）に至る可能性のある事象をいう。以下同じ。）が発生した場合は，

原子力規制委員会原子力事故警戒本部（以下「事故警戒本部」という。）を

設置するとともに，警戒事象が発生した地域に係る緊急事態応急対策等拠点

施設（原災法第１２条第１項に規定する緊急事態応急対策等拠点施設をい

う。以下「対策拠点施設」という。）に，原子力規制委員会原子力事故現地

警戒本部（以下「事故現地警戒本部」という。）を設置するものとする。 

○事故警戒本部においては原子力規制委員会委員長が，事故現地警戒本部にお

いては原子力規制庁規制事務所副所長又は原子力防災専門官が，それぞれの

本部における事務を総括するものとする。 

○事故警戒本部及び事故現地警戒本部は，原子力規制委員会原子力事故対策本

部（以下「事故対策本部」という。）及び原子力規制委員会原子力事故現地

対策本部（以下「事故現地対策本部」という。）が設置された場合又は，警

戒事象に係る対応を実施する必要がなくなった場合には，廃止されるものと

する。 

○なお，事故対策本部及び事故現地対策本部が設置される場合において，事故

警戒本部及び事故現地警戒本部を廃止するときは，それらの事務を事故対策

本部及び事故現地対策本部に引き継ぐものとする。 

 

第２章 原子力規制委員会原子力事故対策本部及び原子力規制委員会原子力事

故現地対策本部等 

○特定事象の通報を受けた場合は，事故対策本部を設置するとともに，特定事

象が発生した地域に係る対策拠点施設に，事故現地対策本部を設置するもの

とする。 

○事故対策本部においては，原子力規制委員会委員長が本部長，原子力規制庁

長官が事務局長，原子力規制庁審議官が事務局長代理を，事故現地対策本部

においては，環境副大臣又は環境大臣政務官が本部長，原子力規制庁原子力

地域安全総括官が副本部長及び事務局長を，それぞれ務めるものとする。 

○特定事象のまま事態が収束に向かいこれ以上事態が悪化しない見通しが立っ

た後，又は内閣官房（安全保障・危機管理担当）が主催する緊急参集チーム

で決定された事項について詳細な連絡調整等を行う必要がある場合に，関係
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省庁間の連絡調整等を行うため，原子力規制庁原子力防災課長を議長とする

関係省庁事故対策連絡会議を設置するものとする。 

○現地に派遣された指定行政機関等の職員相互の連絡・調整を行うため，必要

に応じ，指定行政機関等の職員を対策拠点施設に集合させ，原子力規制庁原

子力地域安全総括官を議長とする現地事故対策連絡会議を開催するものとす

る。 

○事故対策本部及び事故現地対策本部は，原子力災害対策本部（以下「原災本

部」という。）及び原子力災害現地対策本部（以下「現地本部」という。）

が設置された場合又は，特定事象に係る対応を実施する必要がなくなった場

合には，廃止されるものとする。 

○なお，原災本部及び現地本部が設置される場合において，事故対策本部及び

事故現地対策本部を廃止するときは，それらの事務を原災本部及び現地本部

に引き継ぐものとする。 

 

第３章 原子力災害対策本部及び原子力災害現地対策本部等 

○原災法第１６条第１項の規定により，内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を

発出し，原災本部及び現地本部が設置される。 

○原災本部においては，内閣総理大臣が本部長を，内閣官房長官，環境大臣，

原子力規制委員会委員長，及び必要に応じて原子力利用省庁の担当大臣（事

故発生施設が電力事業者等民間企業の所有に係る場合は経済産業大臣，大

学・研究機関等の所有に係る場合は文部科学大臣）が副本部長，現地本部に

おいては，環境副大臣又は環境大臣政務官が本部長を務める。 

○原子力規制庁長官が原災本部の事務局長を務めることをはじめ，原子力規制

委員会が同本部の事務局の中核を担うものとする。 

○原災本部の下，緊急事態応急対策の調整など必要な調整を行うため，原子力

規制庁長官を議長とする関係局長等会議を開催するものとする。また，原子

力規制庁長官は，必要に応じ，内閣危機管理監の出席を得て，会議を統轄す

るものとする。 

○原災本部及び現地本部は，原災法第２１条第 1 項の規定に基づき，その設置

期間が満了した時に，廃止される。 
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第３編 災害対策 

 

第１章 災害予防 

 

第１節 原子力災害対策指針 

○原災法第６条の２第１項に基づき，原子力災害対策の円滑な実施に必要と

なる専門的・技術的事項について，原子力災害対策指針を定めるものとす

る。 

 

第２節 施設等の安全性の確保 

○原災法等に基づき，原子力災害の予防のために必要な措置を講じるものと

する。 

○原子力事業所に対する安全規制を徹底し，原子力事業所等の安全性の確保

に努めるものとする。 

○原子力事業者が行う原子力災害の予防のための措置が適切に行われている

ことについて，適時適切に立入検査の実施等をするものとする。 

○原子力保安検査官を原子力事業所の所在地に配置し，原子力事業所の運転

状況，設備の保全状況，保安規定の遵守状況等について，巡視，検査等を

行わせ，原子力規制庁緊急事態対策監をして，原子力事業所における災害

の防止に関する事務を統括整理させるものとする。 

 

第３節 防災知識の普及 

○原子力事業所の立地地域の住民に対し，緊急時にとるべき行動，避難場所で

の行動，原子力災害に関する特殊性等防災知識の普及，啓発を図るものとす

る。 

○防災知識の普及を行うに際し，高齢者，外国人，乳幼児，妊産婦その他の災

害時要援護者（以下「災害時要援護者」という。）に十分配慮し，地域にお

いて災害時要援護者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに，被災

時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めるもの

とする。 

 

第４節 原子力防災に関する研究等の推進 

○文部科学省，経済産業省等とともに，原子力防災に関する科学技術及び研究

の振興を図るものとする。 

○文部科学省，経済産業省等とともに，研究機関等の行った原子力防災に関す



 

6 

 

る研究の成果が防災施策の強化に資するよう，国及び地方公共団体等の防災

機関への情報提供等を推進するとともに，必要に応じ原子力災害対策指針等

の改訂等，防災施策への反映を行うものとする。 

 

第５節 再発防止対策の実施 

○原子力事業所等において原子力災害が発生した場合，その原因究明を行い，

必要な再発防止対策を講じるものとする。 

○原子力事業者が原災法に基づいて行う原子力災害対策のための措置につい

て，原子力事業者に対して適時適切に報告を求め，必要に応じて原子力事

業者等への立入検査を行うものとする。 

 

第６節 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係 

 

１ 情報の分析整理 

○異なる専門機関に属する専門家間の平常時における交流を促進するため

に，専門家の間のネットワークを構築するように努めるものとする。 

 

２ 通信手段の確保 

○内閣府及び地方公共団体とともに，対策拠点施設に非常用電話，ファク

シミリ，テレビ会議システム，衛星電話その他非常用通信機器を整備・

維持するものとする。 

○内閣府及び原子力事業者とともに，官邸，原子力規制庁緊急時対応セン

ター（以下，「ＥＲＣ」という），対策拠点施設，原子力施設事態即応

センター及び緊急時対策所との間の円滑な情報連絡を確保するため，

各々の拠点間をつなぐテレビ会議システム及び衛星電話の整備を行うも

のとする。テレビ会議システムについては，地上回線の途絶に備え，衛

星電話による伝送経路の多様化を図るなど，通信の信頼性を確保するも

のとする。 

 

３ 各機関の防災体制の整備 

○原子力防災会議事務局等とともに，指定行政機関との連絡方法，初動動

作，緊急事態応急対策，原子力災害事後対策，参集要員等を定めた関係

省庁マニュアル（原子力災害対策マニュアル）を定めておくものとする。 

○原子力災害対策本部の中核を担う者として，原子力緊急事態における関

係者との連絡方法，原災本部事務局等の体制，専門家の活用方策，意思

決定方法，原子力緊急事態宣言と判断すべき事象の詳細，現地における
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対応方策等を定めておくものとする。 

○庁舎内に電話回線，ファクシミリ，テレビ会議システム，緊急時対策支

援システム（以下「ＥＲＳＳ」という。），緊急時迅速放射能影響予測

システム（以下「ＳＰＥＥＤＩネットワークシステム」という。）等必

要な資機材を備えた十分な広さを有するオペレーションセンターを整

備・維持するものとする。 

○原子力事業者等とともに，原子力防災資機材のデータベース及び緊急時

の活用に備えた集中管理体制を整備するものとする。 

 

４ 職員の体制 

○原子力防災会議事務局とともに，原子力施設等の周辺地域における住民

等の防護措置や被災者の生活支援（以下「オフサイト対応」という。）

を円滑に実施するため，原子力利用省庁（事故発生施設が電力事業者な

ど民間企業の所有に係る場合は経済産業省，大学・研究機関等の所有に

係る場合は文部科学省）をはじめ関係省庁と緊密に連携し，非常参集体

制や役割分担の整理等，必要な体制整備をするものとする。 

 

５ 防災関係機関相互の連携体制 

○関係省庁とともに，実動組織間で緊急時における迅速かつ円滑な応急対

策が図られるよう，日頃から，原子力災害を想定した訓練を行うなど体

制を整備するものとする。 

○内閣府，原子力防災会議事務局，独立行政法人原子力安全基盤機構等と

ともに，地方公共団体が地域防災計画を策定する上で災害想定を始めと

する支援を要請した場合には，専門家による助言や，地域防災計画作成

マニュアルの整備等，必要な支援を行うものとする。 

 

６ 緊急事態対策等拠点施設の指定，整備 

○内閣総理大臣が対策拠点施設を指定する際に，内閣総理大臣に対して意

見を述べるものとする。また，対策拠点施設が自然災害等で機能不全に

なったときに備え，あらかじめ代替施設を指定しておく際も同様とする。 

○内閣府，地方公共団体及び原子力事業者とともに，平常時より協力して，

それぞれの役割と責任に応じて，対策拠点施設及びその代替施設におけ

る応急対策の実施に必要な設備，資機材，資料等について適切に整備，

維持及び管理するものとする。 

○内閣府とともに，地方公共団体の対策拠点施設及びその代替施設の非常

用通信設備の整備，対策拠点施設内の放射線防護対策等，施設の整備の
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推進を支援するものとする。 

 

７ 緊急時モニタリング体制の整備 

○緊急時の環境放射線モニタリング（以下「緊急時モニタリング」という。）

を統括する。 

○あらかじめ緊急時モニタリングに動員可能な資機材及び要員について把

握し，その動員の計画を策定するものとする。 

○文部科学省等，指定公共機関，原子力事故に係る原子力事業者及び当該

原子力事業者以外の原子力事業者とともに，現地に動員すべき緊急時モ

ニタリング要員及び資機材の動員体制を整備・維持するものとする。 

○文部科学省，水産庁，気象庁，環境省，防衛省等とともに，必要に応じ

て，空からの又は海上における緊急時モニタリングに関して，実施又は

支援のための適切な体制を整備するものとする。 

 

８ 緊急時予測システム 

○独立行政法人原子力安全基盤機構等とともに，原子炉施設の状態予測等

を迅速に行うＥＲＳＳ及び放射能影響予測を迅速に行うＳＰＥＥＤＩネ

ットワークシステムの一体的運用を行うものとし，平常時から様々な事

態を想定した運用訓練等を行うものとする。 

○独立行政法人原子力安全基盤機構とともに，ＥＲＳＳ及びＳＰＥＥＤＩ

ネットワークシステムについて，自然災害等により情報が途絶すること

がないよう，適切に整備，維持及び管理するとともに，対策拠点施設へ

の接続等必要な機能の拡充向上を図るものとする。また，運転・評価要

員の非常参集体制の整備を図るものとする。 

 

９ 公衆の被ばく線量の把握体制の整備 

○文部科学省，環境省及び指定公共機関とともに，健康調査・健康相談を

適切に行う観点から，公衆の被ばく線量の把握を迅速に行えるよう，モ

ニタリングデータ及び移動（行動）から線量推計を行うためのツール（ソ

フトウェア）の整備・維持を行うとともに，線量評価要員の確保等，公

衆の被ばく線量評価体制を整備するものとする。 

○内閣府，文部科学省，環境省及び指定公共機関とともに，地方公共団体

が，健康調査・健康相談を適切に行う観点から行う被ばく線量の把握を

支援するため，ホールボディーカウンター，甲状腺モニター等の配備・

維持管理，測定・評価要員の確保等を行うものとする。 
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１０ 専門家の派遣体制 

○原子力防災会議事務局，文部科学省，経済産業省等とともに，原子力災

害時に，指定公共機関その他研究機関等の原子炉工学，放射線防護等に

関する専門家を招集し，技術的助言を得るため，あらかじめ招集する専

門家のリストを指定公共機関等と調整した上で作成し，非常招集体制を

整備するものとする。 

○内閣府，文部科学省，経済産業省等とともに，緊急時に指定公共機関そ

の他研究機関等の原子炉工学，放射線防護等に関する専門家を招集し，

招集された専門家は収集された情報をもとに被災状況及び応急対策につ

いて評価・検討し，国等が行う緊急事態応急対策への技術的支援を行う

体制の整備をするものとする。 

○原子力防災会議事務局，文部科学省，経済産業省とともに，指定公共機

関等からのモニタリング，医療等に関する専門家，現地対策本部等の要

員等の迅速な派遣体制を確保するため，国土交通省，海上保安庁，防衛

省，消防庁及び警察庁（以下「緊急輸送関係省庁」という。）に対する

輸送支援の要請を含む現地への移送手段等について，原子力事業所ごと

にあらかじめ関係機関と調整の上定めておくものとする。 

 

第７節 避難収容及び情報提供活動関係 

   ○内閣府及び原子力事業者とともに，地方公共団体が屋内退避及び避難誘導

計画をあらかじめ策定する際に，必要な支援を行うものとする。 

    

第８節 緊急輸送活動関係 

○原子力防災会議事務局等とともに，緊急時に対策拠点施設，原子力施設事

態即応センター等に派遣する職員の派遣体制を整備・維持するものとす

る。現地への国の職員の派遣に当たっては，車両，航空機等による輸送支

援について，緊急輸送関係省庁に対する派遣要請等を迅速に行い得るよう

あらかじめ必要なマニュアル等を整備するものとする。 

 

第９節 医療活動関係 

 

１ 医療活動関係 

○緊急被ばく医療の在り方を検討し，原子力災害対策指針に規定するもの

とする。また，文部科学省とともに，地方公共団体と協力し，緊急被ば

く医療体制の構築及び緊急被ばく医療派遣体制の整備・維持を行うもの

とする。その際，地域の災害拠点病院等，既存の災害時の医療提供体制
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を踏まえた体制となるよう，厚生労働省と協力をするものとする。 

○内閣府，文部科学省，厚生労働省とともに，地方公共団体が医療資機材

等を整備する際には，整備すべき資機材に関する情報提供等を行うもの

とする。 

○文部科学省とともに，厚生労働省と協力して，専門的診療に対応する地

域の三次被ばく医療体制を構築するように努めるものとする。 

 

２ 防災業務関係者の安全確保関係 

○厚生労働省とともに，緊急時の防災業務関係者の放射線防護に係る基準

をあらかじめ定めておくものとする。 

 

第１０節 海外等からの支援の受入活動関係 

○外務省等とともに，海外等からの支援については，即座に到着が可能であ

るか，被災地等に過大な負担をかけない自己完結型であるかなど発災前に

あらかじめ個々の支援機関について調査し，その情報の蓄積を図っておく

ものとする。 

○外務省等とともに，あらかじめ海外等からの支援の受入れの可能性のある

分野について検討し，受入判断，受入手続，人員・物資のマッチング方法

等その対応方針を定めておくものとする。 

○外務省等とともに，海外等からの支援を受け入れる場合に必要な諸手続等

についてあらかじめ定めておくものとする。 

 

第１１節 防災関係機関等の防災訓練等の実施 

 

１ 訓練計画の策定 

○原子力防災会議事務局とともに，指定行政機関と相互に協力して，国，

地方公共団体，原子力事業者等が共同して行う総合的な防災訓練の実施

についての計画を毎年度共同して策定するものとする。 

○総合的な防災訓練の実施について計画を策定するに当たっては，当該年

度における防災訓練の対象となる原子力事業所，実施する時期，共同し

て訓練を行う主体，特定事象発生の通報，原子力緊急事態の想定，原子

力緊急事態宣言，原災本部及び原子力災害合同対策協議会の運用に関す

ること等を定めるものとする。 

○原子力事業者が策定する訓練計画について指導を行うとともに，必要に

応じ訓練に立ち合い，実施状況を確認するものとする。 
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２ 実践的な訓練の実施と事後評価 

○訓練を行うに当たっては，大規模な自然災害等との複合災害や重大事故

等原子力緊急事態を具体的に想定した詳細なシナリオに基づき，参加者

に事前にシナリオを知らせない訓練，訓練開始時間を知らせずに行う訓

練，机上において想定事故に対する対応や判断を試す訓練等の工夫や図

上演習の方法論を活用するなど，現場における判断力の向上につながる

実践的なものとなるよう工夫するものとする。 

○原子力防災会議事務局，地方公共団体，原子力事業者等とともに，訓練

後には専門家の評価も活用し，課題等を明らかにし，必要に応じ，防災

訓練計画やマニュアルの改善等を行うものとする。 

○原子力事業者から重大事故等を想定した訓練の結果が報告された場合に

は，評価を行うとともに，必要に応じ原子力事業者に対し原子力防災体

制等の改善その他必要な措置命令を行うものとする。 

 

３ 防災業務関係者に対する研修 

○内閣府とともに，緊急時の原子力規制庁緊急事態対策監及び原子力防災

専門官の業務内容について具体的に定めたマニュアルを作成するととも

に，原子力防災専門官等に対し，その能力の維持・向上のため原子力防

災等に関する研修を行うものとする。 

 

第１２節 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する迅速かつ円滑な応

急対策への備え 

○核燃料物質等の運搬中の事故に係る防災対策について，原子力災害の発生

及び拡大の防止のため，原子力事業者及び運搬を委託された者（この節に

おいて「原子力事業者等」という。），原子力防災会議事務局，国土交通

省，海上保安庁，警察機関及び消防機関とともに，運搬の特殊性，具体的

な事故想定に係る輸送容器の安全性等を踏まえつつ，危険時の措置等を迅

速かつ的確に行うための体制の整備を図るものとする。 

○内閣府，国土交通省，原子力防災会議事務局とともに，核燃料物質等の運

搬中の事故の発生について原子力事業者等から報告を受け，関係省庁間の

密接な連絡・調整が必要と判断される場合又は関係省庁の求めがある場合

には，直ちに関係機関への連絡，放射性物質輸送事故対策会議の開催（特

定事象の発生に至った場合には，関係省庁事故対策連絡会議の開催），事

故情報の収集，国の職員及び専門家の現地への派遣，対外発表等の危険時

の措置等を迅速に行うために必要な体制を整備するものとする。 

○原子力防災会議事務局，国土交通省，文部科学省とともに，指定公共機関
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等の各分野の専門家をあらかじめ派遣専門家として登録し，また，必要な

資機材についても指定公共機関等に適切に整備・維持させるものとする。 

○原子力防災会議事務局，国土交通省とともに，現地への国の職員及び専門

家の派遣に当たっては，車両，航空機等による輸送支援について，緊急輸

送関係省庁に対する派遣要請等を迅速に行い得るようあらかじめ必要なマ

ニュアル等を整備するものとする。 

○国土交通省及び原子力事業者とともに，核燃料物質等の運搬中において事

故が発生した場合，その原因の研究を行い，必要な再発防止策を講じるこ

とにより，原子力災害の未然防止に努めるものとする。 

○原子力防災会議事務局，国土交通省，原子力事業者等とともに，原子力緊

急事態に至った場合においても，国及び原子力事業者等が主体的に対応す

るよう核燃料物質安全輸送マニュアル等の充実・強化を図るなど必要な体

制を整備するものとする。 

 

第２章 応急対策 

 

第１節 発災直後の情報の収集・連絡，緊急連絡体制及び活動体制の確立 

 

 １ 警戒事象発生時の連絡 

○事故警戒本部は，警戒事象の発生及びその後の状況について，指定行政

公共機関，関係省庁 及び関係地方公共団体に対し情報提供を行うものと

する。 

○ＰＡＺを管轄に含む地方公共団体に対し，連絡体制の確立等の必要な体

制をとるとともに，災害時要援護者の避難を含む援護体制を構築するよ

う連絡するものとする。 

○原子力規制委員会及び原子力事業者は，警戒事象が発生した場合，直ち

に官邸（内閣官房），ＥＲＣ，対策拠点施設，原子力施設事態即応セン

ター及び緊急時対策所を結ぶテレビ会議システムを起動するものとす

る。 

 

２ 特定事象発生時の連絡等 

 

（１） 特定事象発生情報の連絡 

○原子力防災管理者から特定事象発生の連絡を受けた場合には，当該事

象について，原子力緊急事態宣言を発出すべきか否かの判断を直ちに

行い，事象の概要，事象の今後の進展の見通し等事故情報等について
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官邸（内閣官房），文部科学省，内閣府，関係地方公共団体及び関係

都道府県の警察本部に連絡するものとする。また，ＰＡＺを管轄に含

む関係地方公共団体に対し，住民の避難準備を行うよう連絡するもの

とする。 

○原子力事業者とともに，特定事象が発生した場合，直ちに官邸（内閣

官房），ＥＲＣ，対策拠点施設，原子力施設事態即応センター及び緊

急時対策所を結ぶテレビ会議システムを通じた各拠点間の連絡体制を

確認するものとする。 

○原子力保安検査官等現地に配置された原子力規制庁の職員は，特定事

象発生後，直ちに現場の状況等を確認し，その結果を指定行政機関，

関係省庁及び関係地方公共団体に連絡するものとする。 

○原子力防災管理者から通報・連絡を受けた事項，事象の概要，事象の

今後の進展の見通し等事故情報，住民の避難準備に係る事項等につい

て，指定行政機関に連絡するものとする。 

 

（２） 特定事象発生後の応急対策活動情報，被害情報等の連絡 

○地方公共団体及び原子力事業者ともに，特定事象が発生した場合，直

ちにあらかじめ定めた非常参集体制を発動し，官邸，ＥＲＣ，対策拠

点施設，原子力施設事態即応センター，緊急時対策所，後方支援拠点

等にそれぞれ非常参集職員を参集させるものとする。 

○環境省とともに，環境副大臣又は環境大臣政務官及び原子力規制庁原

子力地域安全総括官を対策拠点施設に，原子力規制庁緊急事態対策監

に加え，必要に応じ，原子力規制委員会委員を原子力施設事態即応セ

ンターに派遣するものとする。 

○原子力事業者から施設の状況，原子力事業者の応急対策活動の状況及

び事故対策本部設置の状況，被害の状況等について連絡を受けたら，

現地事故対策連絡会議に連絡するものとする。 

○原子力保安検査官等現地に配置された原子力規制庁の職員は，原子力

災害発生場所の状況を把握し，原子力規制委員会に随時連絡するもの

とする。 

○官邸（内閣官房），内閣府，文部科学省，関係省庁，関係地方公共団

体等との間において，原子力事業者及び地方公共団体から連絡を受け

た事項，自ら行う応急対策活動状況等を随時連絡するなど，相互の連

絡を密にするものとする。 

○内閣府とともに，指定行政機関，関係省庁及び関係地方公共団体，指

定公共機関，所在都道府県，関係周辺都道府県，原子力事業者等は，
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現地事故対策連絡会議等との連携を密にするものとする。 

 

３ 原子力緊急事態における連絡等 

○原子力緊急事態が発生したと判断した場合は直ちに指定行政機関，関係

省庁及び関係地方公共団体に連絡を行い，官邸，緊急時にＥＲＣ，対策

拠点施設等あらかじめ指定された場所に参集することとなっている職員

を参集させるものとする。 

○原子力保安検査官等現地に配置された原子力規制庁の職員は，現場の状

況等の把握に努め，原子力施設事態即応センターに随時連絡するものと

する。 

○関係地方公共団体及び住民に対して，必要に応じ，衛星電話，インター

ネットメール，Ｊ－ＡＬＥＲＴ等多様な通信手段を用いて，原災本部の

指示等を確実に伝達するものとする。 

 

４ 特定事象発生及び原子力緊急事態宣言後における情報収集活動 

 

（１） 緊急時モニタリング 

○原子力災害対策指針に基づき，緊急時モニタリング実施計画を策定す

るものとする。 

○関係省庁，地方公共団体及び原子力事業者とともに，緊急時モニタリ

ング実施計画に基づき，初動段階の緊急時モニタリングを実施するも

のとする。 

○原子力災害対策指針及び初動段階の緊急時モニタリングの結果等に基

づき緊急時モニタリング実施計画を適宜改定するものとする。 

○関係省庁，指定公共機関，地方公共団体，事故に係る原子力事業者及

び当該原子力事業者以外の原子力事業者とともに，緊急時モニタリン

グ実施計画に基づき，確実かつ計画的に緊急時モニタリングを実施す

るものとする。 

○原子力事業者から連絡された施設からの放射性物質等の放出状況並び

に関係省庁及び地方公共団体による緊急時モニタリングの結果等を，

関係省庁の支援を得てとりまとめ，官邸（内閣官房），指定行政機関

及び関係地方公共団体に連絡するものとする。原子力緊急事態宣言発

出後においては，原災本部にとりまとめを引き継ぐものとする。 

○緊急時モニタリングの結果に対する総合的な評価を行い，公表するも

のとする。 

○外国政府等から，外務省を通じ，又は直接モニタリング結果等の提供
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を受けた場合，速やかに，関係省庁と共有するとともに，提供元に公

表の可否を確認した上で，公表する。 

○外国政府又は国際機関からモニタリング情報の提供依頼がある場合に

は，外務省その他の関係省庁と協議の上，適当と判断される場合には，

外務省を通じてそれらの情報を提供し，又は必要な調整を行う。 

○文部科学省，水産庁，気象庁，環境省，防衛省等とともに，必要に応

じて，空からの又は海上における緊急時モニタリングに関して，実施

又は支援のための適切な体制を整備するものとする。 

 

（２）緊急時予測システム（ＥＲＳＳ） 

○独立行政法人原子力安全基盤機構とともに，特定事象発生の通報を受

けた場合，直ちにＥＲＳＳを操作して，原子力施設の状態等を把握す

るとともに，原子力事業者からの放出見通し等の情報を踏まえ，その

後の状態変化について予測するものとする。また，その予測結果を原

災本部内で共有するとともに，対策拠点施設に伝送するものとする。 

○特定事象発生の通報を受けた場合，直ちにＳＰＥＥＤＩネットワーク

システムを緊急時モードとして，単位量放出を仮定した予測計算を定

時に行うことに加え，ＥＲＳＳからの放出源情報が得られ次第，当該

情報に基づく予測計算もあわせて行い，官邸（内閣官房），対策拠点

施設及び関係都道府県の端末に転送するとともに，迅速な応急対策の

実施に資するため，予測結果を内閣府を通じ，関係省庁に連絡するも

のとする。また，放出源情報に基づく予測が出来ない場合には，一定

の仮定を設けた予測計算を行い，その結果を関係都道府県及び関係省

庁に連絡する。 

○緊急時モニタリング，ＳＰＥＥＤＩネットワークシステム，ＥＲＳＳ

等の結果が得られ次第速やかに記者会見等において公表するととも

に，ホームページ等において公開するものとする。 

 

（３）緊急時の公衆の被ばく線量の把握 

○環境省，指定公共機関及び地方公共団体とともに，原子力緊急事態宣

言発出後，健康調査・健康相談を適切に行う観点から，発災後一か月

以内を目途に緊急時における放射性ヨウ素の吸入による内部被ばくの

把握を行うとともに，速やかに外部被ばく線量の推計等を行うための

行動調査を行うものとするものとする。 

 

５ 指定行政機関等の活動体制 
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（１） 特定事象への対応 

 

一 専門家の派遣 

○発生した特定事象の状況等を把握し，応急対策の迅速かつ的確な準

備，事故原因の究明等に資するため，又は関係地方公共団体の要請

に基づき，専門家及び国の専門的知識を有する職員を現地に派遣す

るものとする。 

 

二 関係省庁事故対策連絡会議の開催 

○特定事象発生の通報を受けた場合，関係省庁事故対策連絡会議を設

置するものとする。特定事象のまま事態が収束に向かいこれ以上事

態が悪化しない見通しが立った後，又は緊急参集チームで決定され

た事項について詳細な連絡調整を行う必要がある場合は，同会議に

おいて，関係省庁間の連絡調整等を行うものとする。 

 

三 現地事故対策連絡会議の開催 

○現地に派遣された指定行政機関等の職員相互の連絡・調整を行うた

め，必要に応じ，指定行政機関等の職員を対策拠点施設に集合させ，

現地事故対策連絡会議を開催するものとする。 

○必要に応じ，地方公共団体，指定公共機関及び原子力事業者に対し

て現地事故対策連絡会議への職員の派遣を求めるものとする。 

 

四 指定行政機関等の対応 

○原子力利用省庁等とともに，オフサイト対応を円滑に実施するため，

速やかな職員の非常参集，連絡体制の確立等必要な体制をとるもの

とする。 

 

（２） 原子力緊急事態宣言発出後の対応 

 

一 原子力災害対策本部の設置 

○原子力緊急事態が発生していると認める場合，その旨を直ちに内閣

総理大臣に上申し，官邸（内閣官房）及び内閣府に原子力緊急事態

宣言案及び地方公共団体の長に対する原災法第１５条第３項に基づ

く指示案を送付するとともに，当該指示案を関係する地方公共団体

の長に伝達するものとする。その際併せて，ＳＰＥＥＤＩネットワ
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ークシステムで得られた予測結果や緊急時モニタリングの結果を提

出するものとする。 

○内閣総理大臣による宣言の発出に当たっては，内閣総理大臣の緊急

事態応急対策に関する事項の指示等を地方公共団体に伝達するもの

とする。 

○原災本部が設置された場合には，原子力規制庁長官が事務局長を務

めるものとする。 

○オンサイト対応のために原子力施設事態即応センターに原子力規制

委員会委員及び原子力規制庁緊急事態対策監を派遣するものとす

る。 

 

三 原子力事業者の応急措置の監督等 

○原子力規制事務所長等を緊急時対策所に派遣して，原子力事業所の

状態及び原子力事業者による原子力災害対処・収束活動の実施状況

を把握させるとともに，原子力施設事態即応センターとの連絡調整

を行わせるものとする。 

○原子力規制庁緊急事態対策監等を原子力施設事態即応センターに派

遣して，原子力事業所の状態及び原子力事業者による原子力災害収

束に向けた活動の実施状況等についての情報収集を行わせるととも

に，収集した情報について，テレビ会議システム等を通じて，官邸，

ＥＲＣ及び対策拠点施設に連絡させるものとする。 

○原子力規制庁緊急事態対策監は，放射性物質の大量放出を防ぐため，

原子力事業者の対応状況の監督を行うとともに，原子力規制委員会

委員長の指示を原子力事業者に徹底させるものとする。 

○原子力事業者が設置する後方支援拠点に職員を派遣し，原子力事業

者の対応状況を踏まえた上で，必要がある場合には，実動組織を含

む関係機関と連携して，原子力事業者の事故収束対応を支援するた

め，防災資機材の供給に係る輸送支援，緊急時モニタリング支援等

の活動を行うものとする。 

 

四 原子力災害派遣等 

○関係省庁（実動組織含む。）とともに，原子力事業者の対応を踏ま

えた上で、必要のある場合には、連携して原子力災害収束に向けた

対応の支援を行うものとする。 

 

６ 指定公共機関等の活動体制 
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○文部科学省，経済産業省等とともに，原子力緊急事態宣言が発出された

場合，指定公共機関，研究機関等に対して，原災本部事務局への専門家

の派遣を必要に応じて要請するとともに，派遣された専門家と，災害の

拡大防止，防護対策の活動内容等について，密接な情報交換を行うもの

とする。 

 

第２節 屋内退避，避難収容等の防護及び情報提供活動 

 

１ 屋内退避，避難誘導等の防護活動の実施 

○関係省庁（実動組織含む。）とともに，地方公共団体の要請等に応じ，

住民避難の支援を行うものとする。 

 

２ 国民への的確な情報の伝達 

○原子力事業者とともに，地方公共団体と連絡をとりつつ，緊急時の第一

報を含め，随時報道機関への発表を行うものとする。なお，その際，民

心の安定並びに災害時要援護者及び一時滞在者等に配慮した伝達を行う

ものとする。 

 

３ 外国政府等への情報提供・収集体制の強化 

○内閣官房，外務省等とともに，海外の報道機関等に対し，迅速かつ適切

な広報活動を行うため，官邸における記者会見の内容を外国語において

も伝えることができる体制を整備するものとする。 

 

 

第３節 原子力被災者の生活支援活動 

○関係省庁とともに，原子力施設の状況等を考慮して設定された警戒区域へ

の一時立入り等の実施及びそれに伴う原子力被災者のスクリーニング及び

除染，原子力被災者等の健康調査や健康相談等の実施等，原子力被災者生

活支援チームの取組に協力するものとする。 

 

第４節 医療活動等 

○文部科学省，厚生労働省とともに，必要に応じ，独立行政法人放射線医学総

合研究所，独立行政法人国立病院機構，国立大学附属病院等の医療関係者等

からなる緊急被ばく医療派遣チームを現地に派遣するものとする。 

 

第５節 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する迅速かつ円滑な応急
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対策 

○原子力防災管理者から，核燃料物質等の運搬中の事故による特定事象を発見

した旨の通報を受けた場合には，通報・連絡を受けた事項について，指定行

政機関，関係省庁及び関係地方公共団体に連絡するものとする。 

○国土交通省とともに，核燃料物質等の運搬中の事故による特定事象が発生し

た場合には，直ちに関係省庁に連絡するとともに，その後の情報を随時連絡

するものとする。また，速やかに関係省庁事故対策連絡会議を開催するとと

もに，国の職員及びあらかじめ登録された独立行政法人原子力安全基盤機

構，独立行政法人放射線医学総合研究所，独立行政法人日本原子力研究開発

機構等の専門家を現地へ派遣し，必要な資機材を現地へ動員するものとす

る。なお，放射性物質輸送事故対策会議が開催されている場合，その事務は

関係省庁事故対策連絡会議に引き継ぐものとする。 

○国土交通省とともに，緊急時モニタリング及び医療等に関する専門家，現地

対策本部等の要員等の派遣に当たっては，必要に応じ，緊急輸送関係省庁の

協力を得るものとする。 

 

第３章 災害復旧 

○所掌事務及び法令等に基づき原子力災害事後対策を実施するものとする。 

○文部科学省等とともに，原子力緊急事態解除宣言後において，地方公共団体

及び原子力事業者の協力の下，継続的に緊急時モニタリングを実施し，その

後，平常時における環境放射線モニタリング体制に移行するものとする。 

○警察庁，消防庁，海上保安庁とともに，警戒区域や避難指示区域等が引き続

き設定されている間は，盗難防止対策，区域内の治安の確保，火災の予防等

に努めるものとする。 

○環境省及び地方公共団体とともに，文部科学省，厚生労働省と連携し，原子

力事業所の周辺地域の居住者等に対する心身の健康に関する相談及び健康調

査を行うための体制を整備するものとする。 

 

第４編 その他の対策 

 

第１章 東海地震の地震防災対策強化地域に係る地震防災強化計画 

○大規模地震対策特別措置法第６条第１項の規定に基づき，東海地震に係る地

震防災に関し，採るべき措置等を定める。  

 

第１節 東海地震注意情報又は地震災害に関する警戒宣言の発令時の対応 

○気象庁又は内閣府より東海地震注意情報又は地震災害に関する警戒宣言
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（以下「東海地震注意情報等」という。）が発せられた旨の連絡を受けた

場合には，速やかに事故警戒本部を設置する。また，東海地震注意情報等

に係る地域に所在する対策拠点施設においては，必要に応じて事故現地警

戒本部を設置する。 

○事故警戒本部の設置後，第３編第２章に基づき対応を行う。 

 

第２節 大規模な地震に係る防災訓練 

○地震防災応急対策の効果的な実施を図るため，地震防災対策強化地域に係

る大規模地震の発生を想定した防災訓練を毎年１回以上実施する。その実

施内容及び方法等は別に定める。また，訓練に際しては，原子力規制事務

所，地方公共団体及び指定公共機関等と共同して訓練するよう留意する。 

   

第３節 教育及び広報  

○職員に対し，東海地震注意情報等の性格，東海地震注意情報等に基づき採

られる措置の内容並びに予想される地震及び津波に関する知識等について必

要な教育を行う。 

○東海地震注意情報等に伴う混乱の発生を未然に防止するため，地震防災応

急対策の実施状況等を速やかに周知せしめるよう広報に努める。  

 

第４節 地震発生後の対応 

○地震発生後，事故警戒本部による情報収集・分析の結果，特定事象又は原

子力緊急事態に相当することが判明した場合には，第３編に定める特定事

象以降の災害対策を行うものとする。 

 

第２章 東南海・南海地震防災対策推進地域における地震防災推進計画 

○東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第６条第１

項の規定に基づき，東南海・南海地震に係る地震防災に関し，採るべき措置

等を定める。 

 

第１節 大規模な地震に係る防災訓練 

○地震防災応急対策の効果的な実施を図るため，地震防災対策強化地域に係

る大規模地震の発生を想定した防災訓練を毎年１回以上実施する。その実

施内容及び方法等は別に定める。また，訓練に際しては，原子力規制事務

所，地方公共団体及び指定公共機関等と共同して訓練するよう留意する。 
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第２節 教育及び広報  

○職員に対し，東南海・南海地震についての概要及び津波に関する知識等につ

いて必要な教育を行う。 

○東南海・南海地震に伴う混乱の発生を未然に防止するため，地震防災応急対

策の実施状況等を速やかに周知せしめるよう広報に努める。 

 

第３節 地震発生後の対応 

○東南海・南海地震が発生した場合，速やかに事故警戒本部を設置する。ま

た，当該地震が発生した地域に所在する対策拠点施設においては，必要に

応じて事故現地警戒本部を設置する。 

○事故警戒本部の設置後，第３編第２章に基づき対応を行う。 

○事故警戒本部による情報収集・分析の結果，特定事象又は原子力緊急事態

に相当することが判明した場合には，第３編に定める特定事象以降の災害

対策を行うものとする。 

 

 

第３章 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域における地震防

災推進計画 

○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別

措置法第６条第１項の規定に基づき，日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に

係る地震防災に関し，採るべき措置等を定める。 

 

第１節 大規模な地震に係る防災訓練 

○地震防災応急対策の効果的な実施を図るため，地震防災対策強化地域に係

る大規模地震の発生を想定した防災訓練を毎年１回以上実施する。その実

施内容及び方法等は別に定める。また，訓練に際しては，原子力規制事務

所，地方公共団体及び指定公共機関等と共同して訓練するよう留意する。 

   

第２節 教育及び広報  

○職員に対し，日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震についての概要及び津波に

関する知識等について必要な教育を行う。 

○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に伴う混乱の発生を未然に防止するた

め，地震防災応急対策の実施状況等を速やかに周知せしめるよう広報に努め

る。 
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第３節 地震発生後の対応 

○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が発生した場合，速やかに事故警戒本部

を設置する。また，当該地震が発生した地域に所在する対策拠点施設におい

ては，必要に応じて事故現地警戒本部を設置する。 

○事故警戒本部の設置後，第３編第２章に基づき対応を行う。 

○事故警戒本部による情報収集・分析の結果，特定事象又は原子力緊急事態に

相当することが判明した場合には，第３編に定める特定事象以降の災害対策

を行うものとする。 

 

第５編 地域防災計画の作成の基準となるべき事項 

 

第１章 原子力事業所に係る災害に関する事項 

  ○原子力災害に関しては，原子力災害対策指針に基づき，その自然的，社会的

周辺状況等を勘案して原子力災害対策を重点的に充実すべき地域の範囲を定

めるとともに，その特殊性にかんがみ，次に掲げる事項について計画を整備

する。 

 ア 防災組織の整備，研修及び訓練の実施，原子力防災専門官との連携，官

邸（内閣官房），原子力規制委員会，文部科学省，内閣府等関係機関との

緊急時の連絡体制の整備，モニタリングのための組織及び機材の整備，避

難収容活動体制の整備，周辺住民等への的確な情報伝達体制の整備その他

災害予防に関し必要な事項 

イ  発災時における災害対策本部の設置，原子力災害合同対策協議会への出

席，屋内退避・避難収容等の防護活動，緊急輸送活動等応急対策の実施体

制の確立，災害の状況の的確な把握，関係機関への連絡体制及び周辺住民

等への情報伝達，放射性物質による汚染状況の調査体制の整備その他災害

応急対策に関し必要な事項 

 

第２章 その他協力体制の整備に関する事項 

○その他法令又はこの計画の定めるところにより実施する防災関係事務の円滑

な遂行を図るために必要な都道府県及び関係指定地方行政機関の協力体制の

整備に関する事項を定める。  

 


